
授業料を半額に
すべての学生を対象に、大学、短大、高等専門学校（４年・
５年）、専門学校の授業料を現在の半額にしてください。

大学等修学支援制度の拡充を
大学等修学支援制度の対象を多子世帯や理工農系に限
定することなく年収600万円まで拡大するとともに、授業
料減免額も拡大してください。

奨学金返済の負担軽減を
奨学金返済に係る負担の軽減に向けて、貸与型を有利子
から無利子へ、所得に応じた無理のない返済制度や返済
困難な場合の救済制度を拡充してください。

高等教育費の
負担軽減を

内 閣 総 理 大 臣
財 務 大 臣
文 部 科 学 大 臣

提 出 先

未来のために
行動しよう！

団体賛同・個人署名で示そう

111

22

33

賛同・署名方法につきましては
裏面をご覧ください

下記QRコードをスキャンして
詳細をご覧ください

あなたの参加が力になります

オンライン

すべての人が平等に高等教育を受けるためには、みんなが不
公平感を抱くことなく、高等教育費の負担軽減を実感できる、
政策実現のための取り組みが必要です。
高等教育費の段階的な無償化や奨学金返済制度を改善する
政策実現のために、あなたも一歩を踏み出し、ぜひ私たちのアク
ションにご参加ください!

団体賛同・
個人署名は

からこちら

※2024年5月20日現在

大内 裕和　奨学金問題対策全国会議共同代表／武蔵大学教授
岩重 佳治　奨学金問題対策全国会議事務局長／弁護士
芳野 友子　労働者福祉中央協議会会長／日本労働組合総連合会会長

呼びかけ人全体は
こちら▼

賛同・署名方法

※2024年5月20日現在

共同代表／武蔵大学教授

事務局長／弁護士

長／日本労働組合総連合会会長

呼びかけ人全
こちら▼

でOnline
を届けよう声

奨学金返済制度を改善
私たちのアク

高等教育費の段階的な無償化

ションにご参加ください!

呼びかけ人
私とあなたができること 高等教育費の負担軽減を求めよう




